
公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　事業の概要 会計名： 公営企業会計

注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合

　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。

２　財政指標等 18年度

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を

　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも

　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0

　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。）

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　ものに限る。）をいう。

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

団　　体　　名※

構成団体名

累積欠損金   （百万円）

不良債務     （百万円）

資本費

資金不足比率    （％）

89.92（Ｈ18）

0.65（Ｈ18）

既存計画との関係

計画策定責任者

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし

　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。

内　　　容

計 画 名

0

湖北水道企業団

事　　業　　名

事業開始年月日 昭和37年3月31日

石岡市、小美玉市

利益剰余金又は積立金（百万円）

103（Ｈ18） 2,370

0.2

□適　用　 □非適用

公営企業債現在高（百万円）

29

地方公営企業法の適用・非適用

基 本 方 針

区　　分

安心安全による水道水の供給と水道事業の経営健全化

湖北水道企業団経営健全化計画

平成19年度～平成23年度

広報誌による

計 画 期 間

公 表 の 方 法 等

湖北水道企業団　企業長　横田凱夫

フォローアップ用 別添２

13.6（Ｈ18）0

0

職員数※  (H19. 4. 1現在)

末端給水事業



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。
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合　　　計　　　　 (A)

事業債名

末端給水事業
公
営
企
業
債

末端給水事業

事業債名

合　　　計　　　　 (A)

※
上
記
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う
ち
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般
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計
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(

再
掲

)

公
営
企
業
債

82,901 82,901

20,239

62,662 62,662

20,239

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

39,517

3,169

36,348

39,517

3,169

36,348

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (B)

末端給水事業

末端給水事業

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

公営企業で負担するもの (A)-(B) 39,517

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

82,901

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B) 82,901

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

39,517

合　　計

旧 資 金 運 用 部 資 金
40繰上償還希望額

繰上償還希望額

40

5 5

繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

83公営企業金融公庫資金 83

旧簡易生命保険資金



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 経済性について

課 題 ② 経営合理化について

課 題 ③ 施設利用率について

課 題 ④

課 題 ⑤

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　載すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

経 営 課 題

内　　　　容

平成17年度に(財)日本水道協会に経営診断を依頼し、その結果経営指標
については全国平均に近い数値になっておりほぼ安定した財政状態であ
るが、過去10年間有収水量の減に伴い給水収益が減少する一方、今後石
綿セメント管更新事業や施設の老朽化による更新事業費用が増加するた
め、費用の増加が見込まれる。

施設利用率は他事業体よりも施設能力に余裕があるために、有収水量の
減少と伴ない、施設利用率が悪化している。

平成20年度から徴収業務を全面的に民間に委託をし、かつ民間委託移行
に伴い、下水道料金も同時徴収することにより、営業収益を得ることと
なり、さらなる営業努力をしていく方針である。

有収水量が年々減少するに伴い、大幅な利益を得ることが難しくなって
きており、経営指標が悪化している。



Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（計画前５年度） （計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 1,709 1,669 1,671 1,642 1,634 1,622 1,672 1,603 1,675 1,540 1,679 1,538 1,682 1,488 1,682

(1) 1,644 1,594 1,602 1,576 1,574 1,575 1,588 1,514 1,591 1,461 1,595 1,453 1,598 1,376 1,598

(2) (B) 0 1 3 2 1 2 0 2 5 2 2 2

(3) 65 74 69 66 61 44 82 88 82 79 82 80 82 110 82

２． 3 2 1 1 1 3 0 8 0 22 0 11 0 9 0

(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0 2 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 3 2 1 1 1 3 0 8 0 22 0 11 0 7 0

(C) 1,712 1,671 1,672 1,643 1,635 1,625 1,672 1,611 1,675 1,562 1,679 1,549 1,682 1,497 1,682

１． 1,402 1,420 1,422 1,442 1,422 1,450 1,487 1,505 1,572 1,485 1,567 1,462 1,546 1,419 1,546

(1) 293 307 292 270 267 264 299 262 299 254 299 260 299 227 299

195 157 149 140 138 124 140 127 140 120 140 115 140 97 140

0 0 0 0 0 0

98 150 144 130 129 140 159 135 159 134 159 145 159 130 159

(2) 727 730 747 790 780 818 817 875 898 861 897 835 877 814 877

62 61 63 65 69 69 65 77 63 60 63 66 63 72 63

71 76 89 114 103 151 114 80 150 92 150 91 150 58 150

2 1 1 4 4 7 4 4 4 4 4 4 4 6 4

592 592 594 607 604 591 634 714 681 705 680 674 660 678 660

(3) 382 383 383 382 375 368 371 368 375 370 371 367 370 378 370

２． 198 187 174 162 117 103 98 93 91 86 85 82 79 78 73

(1) 198 187 174 162 117 98 98 85 91 80 85 76 79 71 73

(2) 5 0 8 0 6 0 6 0 7 0

(D) 1,600 1,607 1,596 1,604 1,539 1,553 1,585 1,598 1,663 1,571 1,652 1,544 1,625 1,497 1,619

(C)-(D) (E) 112 64 76 39 96 72 87 13 12 -9 27 5 57 0 63

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 23 3 4 72 70 5 5 6 5 3 0 3 0 3 0

(F)-(G) (H) -23 -3 -4 -72 -70 -5 -5 -6 -5 -3 0 -3 0 -3 0

89 61 72 -33 26 67 82 7 7 -12 27 2 57 -3 63

(I) 45 45 5 6 -26 0 10 37 10 44 10 32 10 29 10

(J) 2,039 2,094 2,148 1,823 1,512 1,565 1,512 960 1,512 676 1,512 939 1,512 903 1,512

228 204 174 183 214 263 214 237 214 192 214 180 214 229 214

(K) 226 214 144 159 137 336 137 246 137 140 137 251 137 250 137

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

205 214 124 142 124 321 123 200 123 92 123 203 123 202 123

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
( I )

(A)-(B)
(L)

(A)-(B)

(M) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A)-(B) (N) 1668 1668 1671 1,642 1,634 1,619 1,670 1,602 1,673 1,540 1,677 1,533 1,680 1,486 1,680

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成21年度

（計画第２年度）

平成22年度

（計画第３年度）

0

平成23年度

（計画第４年度）

0

00

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

((M)／(N)×100)

00 0 0 0

00 -2 0

0

う ち 未 収 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営 業 費 用

そ の 他

収 入 計

そ の 他 補 助 金

職 員 給 与 費

流 動 負 債

特 別 損 益

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

収

支

経 費

動 力 費

経 常 損 益

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

基 本 給

材 料 費

そ の 他

流 動 資 産

退 職 手 当

そ の 他

修 繕 費

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

累 積 欠 損 金 比 率 （

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

×100

×100

不 良 債 務 比 率 （

う ち 未 払 金

0

0）

0

0

）

資 金 不 足 比 率

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

平成19年度

（計画前年度）

(決算見込)

00 0 0 0

平成20年度

（計画初年度）

0

0

0

0

0

0 0



（単位：百万円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（計画前５年度） （計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

平成21年度

（計画第２年度）

平成22年度

（計画第３年度）

平成23年度

（計画第４年度）

平成19年度

（計画前年度）

(決算見込)

平成20年度

（計画初年度）

１． 83 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 39 44 8 41 16 41 29 44 18 84

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 3 3 5 1 5 7 5 2 5 1 5 3 5 0 5

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 48 58 47 55 50 55 64 58 55 97

７． 0 58 1 0 0 0 0 0 0 0

８． 51 51 22 31 33 43 33 68 33 9 33 3 33 17 33

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 54 54 27 32 38 220 198 126 134 76 134 99 140 90 219

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A)-(B) (C) 54 54 27 32 38 220 198 126 134 76 134 99 140 91 219

１． 203 203 144 216 199 376 508 381 510 463 510 548 510 489 510

26 26 27 28 29 29 29 29 29 28 29 25 29 27 29

２． 206 206 218 500 506 265 142 139 147 131 141 113 123 117 128

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 409 409 362 716 705 641 650 520 657 594 651 661 633 606 638

 (D)-(C) (E) 355 355 334 684 667 421 452 393 523 518 517 562 493 516 419

１． 207 207 229 606 659 405 502 346 515 500 510 541 490 496 415

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 148 148 105 78 8 16 8 47 8 18 7 21 3 20 4

(F) 355 355 334 684 667 421 510 393 523 518 517 562 493 516 419

0 0 0 0 0 0 -58 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,801 3,595 3376 2876 2370 2188 2228 2050 2081 1919 1940 1806 1817 1689 1689

3,801 3,595 3376 2876 2370 2188 2228 2050 2081 1919 1940 1806 1817 1689 1689

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（計画前５年度） （計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

9 7 8 9 8 13 8 11 8 10 8 12 8 17 8

9 7 8 9 8 13 8 11 8 10 8 12 8 17 8

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 4 5 1 5 46 49 10 46 17 46 32 49 18 89

10 4 5 1 5 46 49 10 46 17 46 32 49 18 89

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

平成23年度
（計画第４年度）

平成21年度
（計画第２年度） （計画第３年度）

平成22年度

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

資

本

的

支

出
計

資

本

的

収

入

そ の 他

資

本

的

収

支
他 会 計 へ の 支 出 金

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

他 会 計 出 資 金

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

計

他 会 計 借 入 金

そ の 他

純 計

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

うち料金収入に計上すべき繰入等

建 設 改 良 費

う ち 基 準 外 繰 入 金

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 負 担 金

企 業 債

そ の 他

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

（単位：百万円）

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

(E)-(F)補 て ん 財 源 不 足 額

(決算見込)

平成19年度
（計画前年度） （計画初年度）

平成20年度



（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （決算） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

資金不足比率 (％) (再掲) 0.0 0.00 0.0 0.00 0.0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

料金回収率
※ (％) 103.8 99.8 100.8 98.8 102.8 102.1 102.8 95.3 102.8 93.5 102.8 94.9 102.8 93.7 102.8

総収支比率（法適用） (％) 105.5 103.8 104.4 98.1 101.6 104.3 105.2 100.4 100.4 99.2 101.6 100.1 103.5 99.8 103.9

経常収支比率（法適用） (％) 107.0 104.0 104.7 102.5 106.2 104.6 105.5 100.8 106.2 99.4 106.2 100.3 106.2 100.0 106.2

営業収支比率（法適用） (％) 123.3 118.3 118.2 114.6 115.7 112.5 120.4 107.1 113.1 104.3 113.3 105.8 114.7 106.7 114.2

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) 0.0 0.0 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(％) 0.5 0.4 0.5 0.5 0.5 0.8 0.5 0.7 0.5 0.6 0.5 0.8 0.5 1.1 0.5

うち基準内繰入金 (％) 0.5 0.4 0.5 0.5 0.5 0.8 0.5 0.7 0.5 0.6 0.5 0.8 0.5 1.1 0.5

うち基準外繰入金 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(％) 18.2 6.5 13.0 3.0 13.1 7.2 7.5 8.1 7.1 22.2 7.3 32.3 7.7 20.2 21.2

うち基準内繰入金 (％) 18.2 6.5 13.0 3.0 13.1 7.2 7.5 8.1 7.1 22.2 7.3 32.3 7.7 20.2 21.2

うち基準外繰入金 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）

 　　 ア　地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　　 イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝地方財政法施行令第20条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

平成23年度
（計画第5年度）

平成20年度
（計画第２年度） （計画第３年度）

平成22年度
（計画第４年度）

資本的収入分

収益的収入分

(単位：％)

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率

平成19年度
（計画初年度）

(決算見込)

平成21年度



（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

消火栓設置負担金の他、平成28年度まで石綿セメント管更新事業に国庫補助金、石岡市・小美玉市より出資金を受ける予定
ている。

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）

４　その他収支見通し策定に当たって前提と
したもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による収
入の見込み

条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ず
有収水量の伸び悩みに伴い、給水収益の増は望めないが、費用を削減することにより今後5年間は料金を据え置く。
                                                                                                 等により経営効率化を進めている。


